
台風12号災害現地調査報告 
平成23年9月15日～9月17日 



現地調査行程 

○調査メンバー：４名 

   愛媛大学防災情報研究センター 板屋英治 

   （株）荒谷コンサルタント       白石  央 

   （株）荒谷コンサルタント       吉村和司 

   （株）愛媛建設コンサルタント    吉岡  崇 

  

○調査対象地域：紀伊半島（奈良県、和歌山県） 
 

○現地調査日程：平成23年9月15日（木）、9月16日（金） 
※ 9月17日（土）は天候悪化のため、近畿地整ヘリによる上空調査は中止。     



平成23年9月15日 

① 奈良県野迫川（のせがわ）村北股 熊野川（十津川）流域 

② 奈良県五條市大塔町辻堂  熊野川（十津川）流域 

③ 奈良県川上村迫 紀の川本川上流域 

 

平成23年9月16日 

① 和歌山県新宮市・紀宝町  熊野川本川下流域 

② 和歌山県那智勝浦町井関  那智川流域 

③ 和歌山県田辺市中辺路町真砂  富田川流域 

④ 和歌山県田辺市伏菟野（ふどの） 左会津川流域 

⑤ 和歌山県印南（いなみ）町古井  切目川流域 

⑥ 和歌山県日高町  日高川流域 

現地調査箇所 



行程 

紀伊半島の道路の通行実績マップ （ヤフー地図スタッフブログより画像転載） 

現地調査箇所 
9月15日、16日 

凡例 
     
       通行実績 
 
       土砂災害 
      
       水害 
 

①奈良県野迫川 

（のせがわ）村北股 

 熊野川（十津川）流域 

②奈良県五條市大塔町辻堂  

 熊野川（十津川）流域 

③奈良県川上村迫 

 紀の川本川上流域 

①和歌山県新宮市・紀宝町 

  熊野川本川下流域 

②和歌山県那智勝浦町井関 

  那智川流域 

③和歌山県田辺市中辺路町真砂 

  富田川流域 

④和歌山県田辺市伏菟野（ふどの）  

左会津川流域 

⑤和歌山県印南（いなみ）町古井 

 切目川流域 

⑥和歌山県日高町  

 日高川流域 



深層崩壊と河道閉塞 

国土交通省近畿地方整備局ＨＰより作成 



 















深層崩壊推定頻度マップに示した深層崩壊発生箇所一覧表 
 （奈良県、和歌山県抜粋） 



深層崩壊推定頻度マップに示した深層崩壊発生箇所一覧表 
 （奈良県、和歌山県抜粋） 



明治22 年8 月洪水（台風と前線） 

「十津川の大水災」（「熊野川大水害」） 

降雨は、田辺で日雨量901.7mm、時間最大雨量169.6mm を記録 

死者175 人 流失・全壊1,017 戸、半壊524 戸 

出典：新宮市史,十津川村史 

十津川の大水災の写真（吉野郡水災誌） 

新宮川水系河川整備基本方針より 



十津川大水災の崩落・河道閉塞・湛水概況 

新宮川水系河川整備基本方針より 



十津川大水災時の河道閉塞による湛水写真（吉野郡水災誌） 

大規模な崩壊が起こり、十津川筋に河道閉塞が53 箇所も発生。最大級のもので
高さ80m クラスの規模といわれている。 

9 月中旬頃までの河道閉塞による湛水は、9 月11 日,12 日の集中豪雨をきっか

けに決壊し始め、それまで残っていた崩壊した土砂の大部分が決壊。下流の新宮
市では、9 月20 日に市街地のほとんどが浸水し、当時の新宮町における資産の
70％が失われたと言われている。 

この崩壊による土砂堆積により河川は荒廃。熊野川の河床に堆積した砂礫は、平
均で30m と推定されている（田畑茂清 他著「天然ダムと災害」 ）。 

河道閉塞した土砂の決壊による大災害の発生 

新宮川水系河川整備基本方針より 



土砂災害と土砂災害防止法 

国土交通省ＨＰより 

 



出典：「日本の砂防」 









大規模災害時の初動対応 

国土交通省提供資料及び近畿地方整備局ＨＰより作成 



平成２０年派遣総数  ５６８人  のべ１，８９４人日 

平成２１年派遣総数  ２３８人  のべ１，２４８人日 

平成２２年派遣総数  １３１人  のべ４４９人日 
平成２３年東日本大震災 
※平成２３年５月２４日時点 

 
派遣隊員の活動員数 
のべ 16,507人日 

H20_06

岩手宮城内陸
地震

H20_07

岩手沿岸北部
地震

H20_07_28

大雨
（石川・富山県）

H20_08末

豪雨
（愛知県）

H20_09_02~03

大雨
（岐阜県）

派遣隊員数
（人）

408 147 5 5 3

派遣隊員の活動員数 

（のべ　人・日）
1,499 381 6 5 3

H21_07_06~07

大雨
（和歌山県）

H21_7

中国・九州北部
豪雨

H21_08

駿河湾沖を震源
とする地震

H21

台風9号 

（兵庫・岡山）
派遣隊員数
（人）

4 119 92 23

派遣隊員の活動員数
（のべ　人・日）

4 954 249 41

H22_07_16

大雨
（広島県）

H22

台風9号

（静岡県）

H22_10

奄美地方大雨
（鹿児島県）

派遣隊員数（人） 22 35 74

派遣隊員の活動員数
（のべ　人・日）

69 81 299

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員の派遣実績（H20以降） 



TEC-FORCEの迅速な派遣について 

○大規模自然災害における被災状況の迅速な把握や被災地の早期復旧に関し、地方公共団体等に対して技術

的支援を円滑・迅速に実施するため緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）を創設（H20.5）。 

○東日本大震災においては、国土交通大臣の指示の下、地震直後から全国の災害対応を通じて蓄積した専門知

識を有する人員や災害対策用資機材の広域運用を開始。（震災翌日には400名の派遣体制を構築） 

○最大500名を超える体制で、迅速な被災状況の把握、途絶した通信機能の確保、排水ポンプ車による湛水の

排除、市町村施設の復旧のための調査等を実施。 

延べ16,507人・日活動（5月24日現在） 

地元自治体への助言 

被災状況調査班 

（地域ニーズの聞き取り調査） 

応急対策班 

（自衛隊と共に、町関係者と調整） 

先遣班（ヘリ調査） 

先遣班（道路被災状況調査） 

情報通信班 

衛星通信車を設営 

応急復旧班 

（排水ポンプ） 

先遣班（河川被災状況調査） 
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地震発災後1ヶ月間（3/11～4/11）におけるTEC-FORCE活動状況 

①【発災当日】計62名 
・市町村等に43名を派遣 

・ヘリ3機が現地調査 

 （5機が東日本へ移動） 

②【発災翌日】計397名 
・市町村等に111名派遣（以降継続） 
・被災状況調査のため247名を派遣 

・通信確保のため 

  衛星通信局3台、 4名を派遣 等 

③【3日後】計511名【4日後】計521名 
・被災状況調査のため323名に派遣を増強 

・被災地の通信確保のため衛星通信局8台、9名に増強 

・被災市町村のニーズをもとに救援物資の調達を開始 

発災 

④【発災後1ヶ月間】延べ9,749名 
・被災状況を踏まえ、応急復旧、自治体支援、 

 災害対策機械操作等の部隊を派遣 

被災状況調査 

運営 

研究者・専門官による調査 

自治体支援・通信確保 

［派遣人数］ 

応急復旧支援 

 注1：延べ出動数の単位は人日、台日。 注2：応急復旧はTEC-FORCE、東北地方整備局職員、地元及び各地の建設業者が実施。 

【全国の地方整備局からの派遣状況】 
 
 
 
 
 
 

東北地整の災対本部等の指揮下で活動 

（国、県、市町村等 

管理施設を調査） 

（リエゾン、市町村の復旧支援等） 

（道路の復旧、ポンプ排水等） 

合計 

北陸地整・四国地整の排水ポンプ車 

出動数 延べ出動数
TEC-FORCE隊員 1,742 9,749

ヘリコプタ 8 119

衛星通信車 9 260

可搬式衛星通信局 16 345

排水ポンプ車 93 2,021

照明車 67 1,611

対策本部車等 58 1,523

26 



市町村等の災害対策本部等への地方整備局等職員の出動状況 

発災2日後（3/13）  

4県12市町へ出動 

35名が出動 

発災2週間後（3/24）  

4県27市町村へ 

95名が出動 

1ヶ月半の延べ出動状況 

3/11～4/25（45日間） 
4県31市町村へ 

2,946名（人日）が出動 

：151人以上 

：101人以上150人以下 

： 51人以上100人以下 

：          50人以下 

東北 

1526 

北陸 

263 

中部 

210 

近畿 

330 

中国 

247 

四国 

201 

九州 

169 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

陸前高田市 137人日 

気仙沼市 160人日 

南三陸町 183人日 

石巻市 186人日 

東松島市 154人日 

七ヶ浜町 72人日 

多賀城市 72人日 

仙台市 133人日 

名取市 129人日 

亘理町 102人日 

山元町 34人日 

相馬市 90人日 

鏡石町 1人日 

岩沼市 71人日 

須賀川町 4人日 

矢吹町 2人日 

白河市 14人日 

いわき市 63人日 

女川町 71人日 

利府町 8人日 

塩竃市 62人日 

松島町 8人日 

大船渡市 94人日 

釜石市 119人日 

大槌町 120人日 

山田町 72人日 

宮古市 128人日 

田野畑村 66人日 

岩泉町 4人日 

野田村 72人日 

久慈市 64人日 

岩手県庁 89人日 

青森県庁 52人日 

宮城県庁 204人日 

福島県庁 106人日 

27 



○全国の各地方整備局（東北・関東・北陸・中部・中国・四国・ 
九州）からの緊急災害対策派遣隊(TEC-FORCE)１３４名の大
量投入により速やかな被災状況の把握に向けて活動中。 

 

○TEC-FORCE が支援の対象とする県や市町村との連携を図
るため、奈良及び和歌山県庁内にTEC-FORCE 司令部を開
設。 

 

○TEC-FORCE を統括する総合司令部を近畿地方整備局内
に開設。 

 

 平成23年9月11日現在 

「TEC-FORCE 司令部」の開設 



「TEC-FORCE 司令部」の開設 



「TEC-FORCE 総合司令部」 



奈良県「TEC-FORCE 総合指令部」 







決壊による浸水想定 

国土交通省近畿地方整備局ＨＰより作成 













監視体制 

国土交通省近畿地方整備局ＨＰより作成 















緊急対策 

国土交通省近畿地方整備局ＨＰより作成 





















新宮川の治水対策 
「計画」の想定を超えた記録的豪雨 

新宮川河川整備基本方針より 



熊野川（水系名：新宮川、河川名：熊野川）
は、その源を奈良県吉野郡天川村の山上ヶ
岳（標高1,719m）に発し、大小の支川を合わ

せながら十津川渓谷を南流し、和歌山県新
宮市と三重県熊野市の境界で大台ヶ原を水
源とする北山川を合わせ熊野灘に注ぐ、幹川
流路延長183km、流域面積2,360km2 の一
級河川。 

熊野川流域は、奈良県、和歌山県、三重県
の３県の５市３町６村（奈良県十津川村、和歌
山県新宮市、三重県紀宝町など）を有してい
る。 

流域内は多雨量流域。古くから水力発電が
実施されてきた。 



流域は、南海気候区に属し、黒潮の影響を受けた温暖な気候
により年平均降水量は約2,800mm で全国平均約1,700mm の
約1.6 倍と全国でも有数の多雨地域である。 





流域の地質は、
流域北部に秩父
累帯、中央部に
四万十帯が広く
分布し、風化が
進み崩壊箇所が
多く見られる。 

流域南部には、
新期花崗岩類の
火成岩類や熊野
層群の堆積岩類
が分布し、川沿い
には特徴的な柱
状節理が見られ
る。 

熊野川流域の地質 



主要洪水の要因と被害状況 





年最大2 日雨量（相賀地点上流域平均） 



計画区間について河
川改修を行うことより、
概ね5年に一度程度の
確率で発生する60分
雨量90mmの降雨規

模の洪水における基
準地点川関橋での流
量360m3/sを安全に

流下させるものとす
る。 

二級河川那智川 河川整備基本方針および河川整備計画 



気候変動 
凶暴化する豪雨 











音田の大崩壊（おおつえ）  
（重信川水系本谷川右岸） 

発生日：（西暦） 1790年  （和暦）寛政二年 

誘因：降雨 

主な地質：中生代 堆積岩 

最大幅：230ｍ 

奥行：150ｍ 

土砂直撃による死者数：不明 

河道閉塞：有 

河道閉塞決壊による死者数：不明 

出典：平成21年12月7日 （独）土木研究所 土砂管理研究グループ 火山・土石流チーム 「過去の深層崩壊事例について」 
 


